
1 重要な会計方針

（１） 有価証券の評価基準及び評価方法

　満期保有目的の債券・・・償却原価法（定額法）を採用している。

（２） 棚卸資産の評価基準及び評価方法

　商品・・・先入先出法による原価法

　なお、貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切り下げの方法により算定している。

（３） 固定資産の減価償却の方法

　車両運搬具及び什器備品・・・定率法による減価償却を実施している。

　リース資産・・・リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用している。

（４） 引当金の計上基準

　退職給付引当金・・・退職金規程に基づく退職給与の期末要支給額に相当する金額を計上している。

（５） 消費税等の会計処理

　消費税等の会計処理は、税込方式によっている。

2 基本財産及び特定資産の増減額及びその残高

特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。

（単位：円）

科　　　目 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

特定資産

　退職給付引当資産 4,238,496 200,000 0 4,438,496

　財政調整引当資産 2,024,210 0 0 2,024,210

　環境保全対策基金引当資産 420,087,806 2,513,846 0 422,601,652

　環境保全緊急対策基金引当資産 78,113,379 0 0 78,113,379

合　　計 504,463,891 2,713,846 0 507,177,737

3 特定資産の財源等の内訳

特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。

（単位：円）

科　　　目 当期末残高
(うち指定正味財
産からの充当額)

(うち一般正味財
産からの充当額)

（うち負債に対応
する額）

特定資産

　退職給付引当資産 4,438,496 0 0 (4,438,496)

　財政調整引当資産 2,024,210 0 (2,024,210) 0

　環境保全対策基金引当資産 422,601,652 (422,601,652) 0 0

　環境保全緊急対策基金引当資産 78,113,379 (78,113,379) 0 0

合　　計 507,177,737 (500,715,031) (2,024,210) (4,438,496)

4 固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。

（単位：円）

科　　　目 取得価額 減価償却累計額 当期末残高

車両運搬具 2,020,540 1,321,183 699,357

什器備品 222,600 222,599 1

合　　計 2,243,140 1,543,782 699,358
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5 補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高

補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高は、次のとおりである。

（単位：円）

6 指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳

指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳は、次のとおりである。

（単位：円）

0

補助金等の名称 交付者 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

公益社団法人栃木県産業
廃棄物協会補助金

栃木県 0 4,899,000 4,899,000

内　　容 金　額

経常収益への振替額 

　　　事業費（基金管理経費）計上による振替額 26,811
合　　計 26,811


	29tyuuki
	財務諸表等(2017.4.5)

